
人事行政の運営などの状況人事行政の運営などの状況について公表しますについて公表します

給与の状況給与の状況
⑴給与費の状況

（平成30年度普通会計決算）

※参考　29年度１人当たりの給与費　5,451千円
注）職員手当には退職手当を含みません。

⑵平均給料月額および平均年齢の 
　状況
一般行政職（平成30年４月１日現在）

職種 平均給料月額 平均年齢
市 295,440円 40.4歳
青森県 319,300円 42.9歳
国 329,845円 43.5歳

⑶初任給の状況
（平成30年４月１日現在）

区分 大学卒 高校卒
一般行政職 179,200円 147,100円

⑷経験年数別・学歴別平均給料月
　額の状況

（平成30年４月１日現在）

経験年数
一般行政職

大学卒 高校卒
７年以上
10年未満 230,500円 197,200円

10年以上
15年未満 260,500円 229,900円

15年以上
20年未満 316,100円 255,400円

②職種別職員数　　　　  （単位：人）

職種
平成31年
４月１日現在

一般行政職 290
税務職 38
医師職（十和田湖診療所） 1
医療技術職（管理栄養士） 1
看護・保健職 18

企業職
上下水道 37
病院 419

技能労務職 17
その他の教育職 10

合計 831

分限および懲戒処分の状況分限および懲戒処分の状況
（平成30年度）

⑴分限処分の状況
　病気・療養による休職５件

⑵懲戒処分の状況
　戒告１件、減給１件
　（道路交通法違反）

勤務時間その他の勤務条勤務時間その他の勤務条
件の状況件の状況
（平成31年４月１日現在）

⑴一般職員の１週間の勤務時間
①勤務時間
午前８時30分から午後５時15分まで

②休憩時間 正午から午後１時まで
③週休日　土・日曜日

⑵休暇の種類
①年次有給休暇　20日
②病気休暇 医師の診断書に基づき
　必要と認めた期間　原則90日以内
③特別休暇（主なもの）
・結婚休暇　５日以内
・産前休暇　８週間
・産後休暇　８週間
・服忌休暇　配偶者10日、父母７日
　など
・夏季休暇　４日以内
・子の看護休暇など　必要と認めら
　れる日数
④介護休暇（無給）　６カ月以内
⑤組合休暇（無給） 30日以内

⑶育児休業などの取得状況
（平成30年度）

・育児休業　39人
・育児短時間勤務　６人
・部分休業　11人

服務の状況服務の状況（平成30年度）
⑴服務規律の遵守
　職員研修や文書通知などにより、
周知徹底を図り、綱紀の粛正および
服務規律の徹底に努めています。
⑵営利企業等従事の新規許可状況
　68件（町内会活動など）

研修および人事評価の状研修および人事評価の状
況況（平成30年度）
⑴職員研修　　　　（単位：人）
区分 研修名 参加者数

一般
研修

新採用研修
新任係長研修
庁内研修
企画力・提案力向上研修
働き方改革関連法研修
など
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派遣
研修

（研修所）
青森県自治研修所
市町村職員中央研修所
電源地域振興センター
など
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⑵人事評価の実施（平成30年度）
　職員の任用、その他の人事管理の
基礎として活用するため、業績評価
を年２回、能力評価を年１回行いま
した。

福祉および利益の保護の福祉および利益の保護の
状況状況（平成30年度）
⑴健康診断などの状況
　健康診断、産業医による面談など
を実施しました。
⑵公務災害補償の認定状況
　９件
⑶給与、勤務時間その他の勤務
　条件に関する措置の要求及び
　不利益処分に関する審査請求
　の状況
　該当事案はありません。

任任免および職員数に関する状況免および職員数に関する状況
⑴任免の状況（平成30年度）
　採用者59人（試験採用45人、その他医師など14人）
　退職者44人（定年21人、自己都合など23人）
⑵職員数に関する状況
①職員数の推移

区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

普通会計部門
（下記以外）

職員数 366 362 358 359 348
増減 ▲4 ▲4 1 ▲11

国保・介護
上下水道

（平成27年は市場含む）

職員数 68 68 68 64 64

増減 0 0 ▲4 0

病院
職員数 401 387 411 408 419
増減 ▲14 24 ▲3 11

合計
職員数 835 817 837 831 831
増減 ▲18 20 ▲6 0

職員数（A）
358人

給与費（B）
1,943,895千円

給料給料
1,275,424千円1,275,424千円

期末・勤勉手当
471,434千円

職員手当
197,037千円

⑸職員手当の状況
①期末手当・勤勉手当

（平成30年度支給割合）
区分 期末手当 勤勉手当

６月期 1.175月分 0.85月分

12月期 1.325月分 0.90月分

 合計 2.50月分 1.75月分

注）職制上の段階、職務の級などによる加算
　　措置があります。
②退職手当（支給率）
区分 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

・在職区分に応じた調整額
・その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置（２％～45％
　加算）
・１人当たり平均支給額…12,272千円

注）・退職手当の支給率は、青森県市町村職
　　　員退職手当組合退職手当条例の規定に
　　　よるものです。
　　・退職手当の１人当たり平均支給額は、
　　　平成30年度に退職した全職種に係る職
　　　員に支給された平均額です。
　　・退職手当の支給率は、平成31年３月31
　　　日現在のものです。
③扶養手当
配偶者                       　　　  6,500円

子　　　　　　　　　　　 　 10,000円
父母　　　　　　　　　  　　  6,500円

16歳から22歳までの子がいる場合
子１人に付き加算する額          5,000円

④住居手当
借家、借間の支給限度額　　　27,000円

⑤通勤手当
バス定期など利用者の支給限度額   55,000円

自動車など利用者の支給額
使用距離（２㎞以上）に応じ2,000円～31,600円

⑥寒冷地手当

世帯主で扶養親族のある職員　17,800円

世帯主で扶養親族のない職員　10,200円

その他の職員  　　　　　 　　  7,360円

注）11月から翌年３月までの支給月額です。

⑦特殊勤務手当（平成30年度普通会計決算）
職員全体に占める手
当支給職員の割合 8.4％

支給実績 256千円

手当の種類 6種類

主な手当
①福祉業務手当
②用地取得交渉手当
③市税徴収手当など

注）医師を除きます。

⑧時間外勤務手当（平成30年度普通会計決算）

支給総額　　　　　　　　　71,010千円

１人当たり平均支給年額　　11,224千円

⑹特別職の報酬などの状況
　　　　（平成30年４月１日現在）

区分 給料・報酬月額 期末手当

市長 861,000円

平成30年度の割合

６月期1.50月分

12月期1.70月分

　計　3.20月分

副市長 700,000円

教育長 631,000円
病院事業
管理者 690,000円

議長 450,000円

副議長 391,500円

議員 362,000円

１人当たりの給与費（B/A）5,430千円

▲

一般職員は30％～35％の管理職手 
　当を減額

平成30年度人件費抑制の状況

③一般行政職の級別職員数
　　　　（平成31年４月１日現在）

注）職名はそれぞれの級に該当
　　する代表的なものです。

７級・部長 7人（2.4％）

平成31年
４月１日
290人 ４級・係長４級・係長

  65人（22.4％）  65人（22.4％）

２級・主事２級・主事
50人50人

（17.2％）（17.2％）

６級・課長
22人（7.6％）

５級・課長補佐５級・課長補佐
26人（9.0％）26人（9.0％）

３級・主査３級・主査
55人（19.0％）55人（19.0％）

１級・主事１級・主事
65人65人

（22.4％）（22.4％）
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　平成30年度（平成31年４月１日現在含む）における職員の給与や任免および職員数、勤務時間そ
のほかの勤務条件、服務などを「十和田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づい
て公表します。　　　　　

市役所からのお知らせ 市役所からのお知らせ

問総務課人事研修係☎516705
（各年４月１日現在　単位：人）

※平成27年度より制度改正のため教育長を対象から除いています。

　詳しくは市ホームページをご覧
ください。

注）職種名は、地方公務員給与実態調査に
　　おける区分です。
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